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 経営戦略の改定にあたって 

公営企業については、今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽

化に伴う更新需要の増大など、経営環境が厳しさを増す中にあって、各公営企業が将来にわ

たり住民生活に必要なサービスを安定的に提供していくため、経営戦略の策定・改定や抜本

的な改革等の取組を通じ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図ることが求めら

れています。 

中長期的な経営の基本計画である経営戦略については、経営基盤強化と財政マネジメン

ト向上の柱と位置付けられるものであり、策定した経営戦略に沿った取組等の状況を踏ま

えつつ、PDCA サイクルを通じて質を高めていくため、３年から５年内の見直しを行うこと

が重要です。「新経済・財政再生計画改革工程表 2021」（令和３（2021）年 12 月 23 日経

済財政諮問会議決定。以下、「改革工程表」という。）においても、経営戦略の見直し率を令

和７（2025）年度までに 100％とすることとされています。 

嬬恋村上水道事業においては令和２年３月に経営戦略を策定しているため、この度経営

戦略を見直し、改定を行うこととなりました。 

 

経営戦略は中長期的な経営の基本計画であることから、計画期間を令和８（2026）年度か

ら令和 17（2035）年度までの 10年間とし、実効性のある経営戦略を策定し、一層の経営基

盤の強化等を図ります。 

ただし、事業の進捗や環境の変化等によって「投資・財政計画」と実績が著しく現状とか

い離する場合には、随時見直していくものとします。 

 

昭和 47年に発足した嬬恋村上水道事業は地域が発展する中、人口増に伴い増加する水需

要に対応すべく、数次にわたり拡張事業を実施して施設整備を進めるとともに、常に安全で

良質な水を安定的に送り続けられるよう努めてきました。 

近年、人口減少や環境に配慮した節水型機器の普及などにより全国的に水需要が低迷す

る中で、高度経済成長期に建設した施設の更新や大規模地震に備えた耐震化が喫緊の課題

となっています。 

  



 

  

2 

 

図表1-1 事業概要 

供用開始年月日 昭和 48年４月１日 計 画 給 水 人 口 5,100人 

法適（全部・財務） 

・ 非 適 の 区 分 
法適用（全部適用） 

現 在 給 水 人 口 2,906人 

有 収 水 量 密 度 0.39千㎥／ha 

水 源 □表流水，□ダム，□伏流水，□地下水，□受水，☑その他 

施 設 数 
浄水場設置数 ３ 

管 路 延 長 256.96 
 

千 m 配水池設置数 13 

施 設 能 力 12,000㎥／日 施 設 利 用 率 34.89％ 

（出典）、地方公営企業決算状況調査表 
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本村の水道料金は、用途及び使用水量区分ごとの基準料金からなっています。また、基準

料金は、用途に応じて設定されています。水量料金（１㎥あたりの単価）は、常住専用（一

般用）を除き使用水量が多くなるほど高くなります。なお、料金は嬬恋村水道事業給水条例

で定めるとおり、１ヶ月税抜きの表記となっています。 

（出典） 

 

図表1-2 20㎥あたりの料金 

条例上の料金 

(２０㎥あたり) 

令和６年度 1,160円 実質的な料金 

(２０㎥あたり) 

令和６年度 5,284円 

令和５年度 1,160円 令和５年度 5,297円 

令和４年度 1,160円 令和４年度 5,093円 

条例上の料金：一般家庭における２０㎥あたりの料金 

実質的な料金：料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの 

 

図表1-3 料金表（平成 13年４月改定）（消費税別） 

 

区分 基本料金（１ヶ月） 超過料金（１㎥当たり） 

常住専用 

一般用 
水量 料金 

10㎥を超えるもの 61円 
10㎥まで 550円 

営業用 1,430円 

使用水量（1㎥当たり） 

0 ㎥超え 

20 ㎥まで 

21 ㎥超え 

50 ㎥まで 

51 ㎥超え 

200 ㎥まで 

210 ㎥を超

えるもの 

83円 105円 127円 132円 

季節専用 

一般用 1,430円 83円 105円 127円 132円 

営業用 1,430円 83円 105円 127円 132円 

臨時用 2,750円 83円 105円 127円 132円 

私設消火栓 演習 10分毎 1,000円 火災時使用無料 

（出典）地方公営企業決算状況調査票、嬬恋村水道事業給水条例 
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本村の上水道事業を担当する組織は、下記の構成です。 

 

図表1-4 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表1-5 業務分掌 

 

庶務係 

（1） 業務の統合調整に関すること。 

（2） 職員の身分取扱いに関すること。 

（3） 予算、決算に関すること。 

（4） 出納その他の会計事務に関すること。 

（5） 契約に関すること。 

（6） 資産の管理に関すること(ただし、貯蔵品の管理を除く。)。 

（7） 広報宣伝に関すること。 

（8） 文書及び公印の管理に関すること。 

（9） その他、他の係の所掌に属しないこと。 

（10） 営業の企画に関すること。 

（11） 業務統計に関すること。 

（12） 水道料金等の調定に関すること。 

（13） 水道料金等の徴収に関すること。 

（14） その他営業に関すること。 

上水道係 

（1） 量水器の点検に関すること。 

（2） 量水器の検針に関すること。 

上下水道課 

下水道係 

庶務係 

上水道係 

簡易水道係 
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（3） 水道用水の供給に関すること。 

（4） 水道施設の維持・管理に関すること。 

（5） 水道施設の設計及び工事施行に関すること。 

（6） 給水装置に関すること。 

（7） 貯蔵品の管理に関すること。 

（8） 浄水場に関すること。 

（9） 給水記録の整理、報告に関すること。 

（10） その他水道施設に関すること。 

（出典）嬬恋村上水道事業、簡易水道事業及び下水道事業管理規程 
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民間活用の状況 

①民間委託（包括的民間委託を含む） 

本村では、現在従来型の委託方法により、検針や浄水場・配水施設などの保守点検業

務を委託し、水道事業の経費節減や経営の効率化、技術力の確保、給水サービスの向上

を図っています。 

 

②PPP・PFI 

事業経営の民間活用（ＰＰＰ）としてＰＦＩなどの民間的経営手法の導入について、

ほかの水道事業者の先進的な事例を参考に検討します。 

 

広域化 

平成 31年の水道法改正により、都道府県は広域連携を推進するように努めなければな

らないとされるなど、水道事業の広域化が求められています。群馬県における水道事業の

広域化についての検討協議会や近隣自治体の動向も注視しながら、県内外の統合事例や

先進的な事例について調査・研究を行っています。 
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 現状分析 

人口推移 

嬬恋村の人口は近年減少を続け、平成 27（2015）年度の 9,804 人から令和６（2024）

年度には 9,100人へと減少しています。 

平成 27（2015）年度から令和６（2024）年度までの人口推移は以下のとおりです。 

 

図表2-1 人口推移 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

  

（単位:人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

9,804 9,714 9,620 9,559 9,521 9,413 9,223 9,125 9,103 9,100
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水需要の推移 

人口の減少に伴って水需要は減少しており、平成 27年度の 661,200㎥から令和６（2024）

年度には 626,280㎥へと減少しています。 

 

図表2-2 水需要の推移 

 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

 

  

661,200

626,280

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

有収水量
（㎥）

（単位:㎥）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

661,200 671,490 652,200 688,480 691,350 535,660 578,860 631,550 628,200 626,280
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普及率 

普及率は行政区域内人口のうち給水人口の割合を表す指標です。 

普及率は微増傾向にあり、令和２（2020）年度の 30.68％から令和６（2024）年度には

31.93％まで向上しています。 

 

図表2-3 普及率 

 

 

 
（出典）地方公営企業決算状況調査表 

  

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
令和5年度

類似団体平均

行政区域内人口 人 9,413 9,223 9,125 9,103 9,100 -

給水人口 人 2,888 2,894 2,850 2,914 2,906 -

普及率（実績） ％ 30.68 31.38 31.23 32.01 31.93 46.32
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有収率 

有収率は、施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標であり、年間総配水量

のうち、料金収入の対象となる年間有収水量の割合を示します。 

有収率は令和２（2020）年度から令和６（2024）年度にかけて 34.44％から 40.98％で

推移しており、類似団体を下回っています。 

 

図表2-4 有収率 

 

 

 
（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

年間総配水量 年間有収水量 有収率
（％）（㎥）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
令和5年度

類似団体平均

年間有収水量 ㎥ 535,660 578,860 631,550 628,200 626,280 -

年間総配水量 ㎥ 1,555,170 1,463,510 1,608,810 1,615,260 1,528,190 -

有収率 ％ 34.44 39.55 39.26 38.89 40.98 69.90
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給水区域内人口密度 

給水区域内人口密度は、給水区域内における給水人口密度を表す指標です。 

給水区域面積は、拡張工事を行っていないことから 16.00㎢で一定となっていますが、

給水人口は増加傾向にあるため、給水区域内人口密度は令和２（2020）年度に 180.50人

/㎢であったのに対して、令和６（2024）年度には 181.63人/㎢に向上しています。 

 

図表2-5 給水区域内人口密度 

 

 

 

 
（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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4.00

6.00
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10.00
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14.00
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

給水区域面積 給水区域内人口密度 （人/ ㎢）（㎢）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
令和5年度

類似団体平均

給水人口 人 2,888 2,894 2,850 2,914 2,906 -

給水区域面積 k㎡ 16.00 16.00 16.00 16.00 16.00 -

給水区域内人口密度 人/k㎡ 180.50 180.88 178.13 182.13 181.63 165.60
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施設利用率 

施設利用率は、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や

適正規模を判断する指標です。 

施設利用率は令和２（2020）年度から令和６（2024）年度にかけて 35.51％から 34.89％

で推移しており、配水量の減少に伴って低下傾向にあります。類似団体と比較して低い水

準になっています。 

 

図表2-6 施設利用率 

 

 

 
（出典）地方公営企業決算状況調査表 

  

0

20

40

60

80

100

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

配水能力 一日平均配水量 施設利用率

（㎥） （％）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
令和5年度

類似団体平均

㎥/日 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 -

㎥/日 4,261 4,010 4,408 4,425 4,187 -

％ 35.51 33.41 36.73 36.88 34.89 41.02

配水能力

一日平均配水量

施設利用率
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経常収支比率 

経常収支比率は、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息

等の費用をどの程度賄えているかを示す指標です。 

経常収支比率は 120％を上回る程度の水準で推移しており、経常費用を賄えている黒字

の状況にあります。引き続き 100％を上回るように努めます。 

 

図表2-7 経常収支比率 

 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
令和5年度

類似団体平均

経常収益 千円 158,728 163,823 168,621 173,394 172,642 -

経常費用 千円 115,254 128,771 137,294 136,031 121,537 -

経常収支比率（実績） ％ 137.72 127.22 122.82 127.47 142.05 109.12
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料金回収率 

料金回収率とは、給水収益で回収すべき経費をどの程度給水収益で賄えているかを表

した指標であり、供給単価を給水原価で除することにより算出されます。 

供給単価とは有収水量１㎥当たりについて、どれだけの収益を得ているかを示します。 

給水原価とは有収水量１㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを示し

ます。 

料金回収率は令和２（2020）年度の 138.93％から令和６（2024）年度には 142.77％ま

で向上しており、類似団体を大きく上回る水準です。 

 

図表2-8 料金回収率 

 

  

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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千円 107,677 121,185 131,013 130,250 115,884 -
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自己資本構成比率 

自己資本構成比率は負債資本合計のうち、自己資本（資本合計及び繰延収益）の占める

割合を表す指標です。 

資本の占める割合が大きく、類似団体を上回っている状況です。 

 

図表2-9 自己資本構成比率 

 

 
（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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自己資本 千円 1,661,814 1,689,083 1,718,277 1,748,652 1,796,396 -

負債資本合計 千円 1,984,775 1,975,394 1,993,025 2,025,706 2,039,490 -

自己資本構成比率 ％ 83.73 85.51 86.21 86.32 88.08 67.63



 

  

16 

 

累積欠損金比率 

営業収益に対する累積欠損金の状況を示す指標です。累積欠損金が発生していないこ

とを示す 0％であること求められます。 

令和２（2020）年度から令和６（2024）年度にかけて累積欠損金は発生していません。 

 

図表2-10 累積欠損金比率 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

 

  

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
令和5年度

類似団体平均

当年度未処理欠損金 千円 - - - - - -

営業収益-受託工事収益 千円 150,338 155,482 161,624 167,009 166,111 -

累積欠損金比率 ％ - - - - - 19.42
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流動比率 

流動比率は短期的な債務に対する支払い能力を表す指標で、１年以内に支払うべき債

務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す 100％以上であることが求めら

れます。 

流動比率は 1000％以上で推移しており、100％を上回っています。 

 

図表2-11 流動比率 

 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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企業債残高対給水収益比率 

企業債残高対給水収益比率とは、給水収益に対する企業債残高の割合であり、収入規模

と見合った企業債残高であるかを測る指標です。 

企業債の返済が進んでいることで残高が減少しており、令和６（2024）年度末には

141.54％となっています。 

 

図表2-12 企業債残高対給水収益比率 

 
 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度

進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。 

有形固定資産減価償却率は令和２（2020）年度から令和６（2024）年度にかけて 67.50％

から 68.75％で推移しており、類似団体を上回る水準です。 

 

図表2-13 有形固定資産減価償却率 

 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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管路経年化率 

管路経年化率は、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度

合いを示します。 

管路経年化率は令和２（2020）年度から令和６（2024）年度にかけて 41.57％から 48.67％

で推移しており、類似団体を上回る水準です。 

 

図表2-14 管路経年化率 

 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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管路更新率 

管路更新率は当年度に更新した管路延長の割合を示す指標で、管路の更新ペースや状

況を把握することができます。例えば当該指標が 2％の場合にはすべての管路を更新する

のに 50年かかるペースであることになります。 

管路更新率は令和２（2020）年度から令和６（2024）年度にかけて 0.33％から 0.25％

で推移しており、類似団体とほぼ同程度の水準にあります。 

 

図表2-15 管路更新率 

 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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収益的収入 

直近５カ年の収益的収入の内訳は次のとおりです。 

令和６（2024）年度の収益的収入の主な内訳は、給水収益 166,451千円、長期前受金戻

入 5,653千円、その他営業収益 660千円となっています。 

 

図表2-16 収益的収入の内訳 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

  

(単位：千円）
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

収益的収入 158,728 163,823 169,664 173,394 172,642
営業収益 150,338 155,482 161,624 167,009 166,111

給水収益 149,601 154,874 160,812 166,377 165,451

その他営業収益 737 608 812 632 660

営業外収益 8,390 8,341 6,997 6,385 6,531
他会計補助金 540 660 620 600 285
長期前受金戻入 7,577 7,586 6,281 5,781 5,653
受取利息及び配当金 253 91 71 4 591

その他営業外収益 20 4 25 - 2

特別利益 - - 1,043 - -
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収益的支出 

直近５カ年の収益的支出の内訳は次のとおりです。 

令和６（2024）年度の収益的支出の主な内訳は、減価償却費 48,742千円、職員給与費

27,386千円、修繕費 10,185千円となっています。 

 

図表2-17 収益的支出の内訳 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 
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資本的収入 

直近５カ年の資本的収入の内訳は次のとおりです。 

令和６（2024）年度の資本的収入の主な内訳は企業債 8,300千円、工事負担金 2,750千

円となっています。 

 

図表2-18 資本的収入の内訳 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

 

  

(単位：千円）
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 57,008 - 22,413 25,500 11,050
企業債 16,000 - 19,000 25,500 8,300
工事負担金 41,008 - 3,413 - 2,750
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資本的支出 

直近５カ年の資本的支出の内訳は次のとおりです。 

令和６（2024）年度の資本的支出の主な内訳は、建設改良費 68,319千円、企業債償還

金 33,394千円となっています。 

 

図表2-19 資本的支出の内訳 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

  

(単位：千円）
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的支出 129,425 103,510 87,233 64,486 101,713
建設改良費 96,175 69,179 53,075 34,344 68,319
企業債償還金 33,250 34,331 34,158 30,142 33,394
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キャッシュ・フローの推移 

令和６（2024）年度は資金期首残高が 559,713千円でしたが、業務活動によるキャッシ

ュ・フローが 88,843千円のプラス、投資活動によるキャッシュ・フローが 302,090千円

のマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローが 25,094千円のマイナスであった結果、

資金期末残高は 321,372千円となっています。 

令和５（2023）年度から令和６（2024）年度にかけて資金期末残高は大きく減少しまし

た。 

 

図表2-20 キャッシュ・フローの推移 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表 

 

  

(単位：千円）
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資金期首残高 459,200 532,424 513,185 525,618 559,713
業務活動による キャッシュ・フロー 138,392 78,242 71,576 68,982 88,843
投資活動による キャッシュ・フロー -47,918 -63,151 -43,985 -30,245 -302,090
財務活動による キャッシュ・フロー -17,250 -34,330 -15,158 -4,642 -25,094

資金の増加額(又は減少額) 73,224 -19,239 12,433 34,095 -238,341
資金期末残高 532,424 513,185 525,618 559,713 321,372
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料金収入 

料金収入は計画値を大きく上回る推移となっています。 

 

図表2-21 料金収入の実績と計画の比較 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表、 
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経常費用 

経常費用はおおむね計画通りに推移していますが、令和６年度は計画値を 10％程度下

回りました。 

 

図表2-22 経常費用の実績と計画の比較 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表、 
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計画比 ％ 84.43 96.03 102.74 101.53 90.25
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当年度純利益 

当年度純利益の計画と実績を比較した結果、令和２（2020）年度以降において計画値を

下回る推移となっています。 

 

図表2-23 当年度純利益の実績と計画の比較 

 

 

（出典）地方公営企業決算状況調査表、 

 

 

 

  

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

計画 千円 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

実績 千円 43,466 34,855 32,062 36,154 50,648

計画差 千円 △ 56,534 △ 65,145 △ 67,938 △ 63,846 △ 49,352

計画比 ％ 43.47 34.86 32.06 36.15 50.65
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有収率の低迷 

有収率は 40％台を回復していますが、類似団体平均を大きく下回る水準で推移してお

り、配水量が収益に直接結びつかなくなっています。要因を特定し、改善に努める必要が

あります。 

 

施設利用率の低下 

年間配水量が減少してきたことにより、施設利用率が低下しています。施設規模が過大

になることで固定費がかさんでいる状況です。施設の規模が適正なものか検討する必要

があります。 

 

施設の老朽化 

老朽化状況を表す管路経年化率や有形固定資産償却率が高い水準にあり、更新が必要

な資産が多くなっています。更新には莫大な資金需要が発生するため、負担を分散するた

めにも長期的な計画を策定し、更新事業を進めていく必要があります。 
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 将来の事業環境 

給水人口は下記のとおり推計を行っています。 

 行政区域人口 × 普及率 ＝ 給水人口 

行政区域内人口が減少傾向にあるため、給水人口は減少する見込みです。 

 

行政区域内人口 

令和６年度実績に国立社会保障・人口問題研究所（令和５年度推計）による人口減少率を

乗じて推計を行っています。 

 

普及率 

直近の普及率が一定で推移するものとみなして推計を行っています。 

 

図表3-1 給水人口予測 
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水需要は過去 10年の有収水量の推移傾向が続くとみなして推計しています。ただし、新

型コロナウイルスの影響が大きかった令和２年度及び令和３年度は除いた実績を用いてい

ます。 

 

図表3-2 水需要の予測 
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料金収入は下記の算式で推計を行っています。 

 有収水量 × 供給単価 ＝ 料金収入 

有収水量が減少傾向にあるため、料金収入は減少する見込みです。 

 

供給単価 

①改定なし 

直近の供給単価が一定で推移ものとして推計を行っています。 

②料金回収率 100％（高位予測） 

料金回収率が 100％以上を維持できる水準として、令和 10年度及び令和 15年度の２

回に分けて合計 20％の改定率で料金改定を実施するパターンの推計を行っています。 

 

図表3-3 料金収入の見通し 
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料金収入が減少する一方で、給水に要する費用が物価の上昇や投資により増加傾向にあ

るため、料金回収率は 100％を下回り、給水に要する経費を回収できなくなる見込みです。 

 

物価上昇率 

内閣府「中長期の経済財政に関する試算（2025年 8月）」における消費者物価上昇率（過

去投影ケース）と連動して物価が上昇することを見込んでいます。 

 

給水に要する経費の推計方法 

①職員給与費 

直近の決算実績×物価上昇率 

②動力費 

直近の決算実績単価×総配水量×物価上昇率 

③薬品費 

直近の決算実績単価×総配水量×物価上昇率 

④修繕費 

直近の決算実績×物価上昇率 

⑤委託費 

直近の決算実績×物価上昇率 

⑥減価償却費 

既存資産の償却予定額に加え、投資試算における建設改良費について資産種別ごと

の耐用年数に対応する償却率を乗じて算出しています。なお長期前受金戻入相当額を

控除しています。 

⑦支払利息 

既存分については償還予定表に基づいて計上しています。 

新発分の利息は利息について令和７年５月時点の見積金利を用いて 2％として推計

しています。 

⑧資産維持費 

資産維持費は原価に含んでいません。 

⑨その他 

直近の決算実績×物価上昇率 
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図表3-4 給水に要する経費と料金回収率の見通し 

 
 

法定耐用年数で更新した場合と目標耐用年数（法定耐用年数の 1.5倍）で更新した場合の

投資額についてそれぞれ推計を行っています。老朽化が進んでいるため更新投資が増加し

ていく見通しです。 

 

図表3-5 投資額の見通し（目標耐用年数） 
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事業費の 100％を起債発行の対象として推計しています。更新投資により企業債残高が増

加する見通しです。利息について令和７年５月時点の見積金利を用いています。 

 

図表3-6 企業債の発行条件 

 

 

図表3-7 企業債の見通し 
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収益的収入 

①基準内繰入金 

経常費用に連動して総務省繰出基準に基づく基準内繰入金を見込んでいます。 

②基準外繰入金 

見込んでいません。 

 

資本的収入 

①基準内繰入金 

見込んでいません。 

②基準外繰入金 

見込んでいません。 

 

図表3-8 繰入金の見通し 
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当面の間資金残高は増加が続きますが、料金収入が減少する一方で物価の高騰や企業債

償還負担の増加により、資金収支が悪化する見通しです。 

 

図表3-9 資金残高の見通し 
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料金収入が減少する一方で物価の上昇により維持管理費が増加し、更新投資によって減

価償却費が増加するため、損失に転じる見通しです。 

 

図表3-10 収益的収支と損益の見通し 
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料金回収率の低下 

有収水量の減少や物価の上昇により、料金回収率が低下することが見込まれます。料金

改定による収入増加の取組や、費用削減の取組が必要になります。 

 

企業債残高の増加 

投資財源の大部分に企業債を充てることにより、企業債残高が増加することが見込ま

れます。将来の利用者に過度な負担が生じないよう、企業債残高の抑制が必要になります。 

 

損益の悪化 

料金収入の減少や物価の上昇により、損益が悪化し利益剰余金が減少する見通しです。

利益剰余金は将来の更新投資や起債償還の原資になるため、料金単価の改定や費用削減

の取組により損益を改善する必要があります。 
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 経営の基本方針 

計画期間において、目指す方向性として挙げた「安全」「強靭」「持続」を実現するために、

下記の施策に取り組んでまいります。 

 

水源の維持 

経年化により取水能力の低下が懸念されるため、水源の点検・整備を計画的に行ってい

きます。 

水質管理の徹底 

安全な水道水を供給するために、水質管理を徹底し、水質検査体制の充実に努めます。

毎年度策定する「水質検査計画」に基づき、水源から給水栓（蛇口）に至るまできめ細か

く水質検査を実施し、安全な水道水の供給に努めます。 

良質な水道水の維持 

本村では、蛇口、トイレなどの給水用具や給水管の工事について、村が指定した「指定

給水装置工事事業者（以下「指定事業者」といいます。）が施工することを条例で定めて

おり、また、工事の際には村に申し込みを行い、工事許可を経て適切に工事を行うことが

定められています。 

指定事業者講習会の受講状況、主任技術者などの研修会の受講状況、配管技能者の配置

状況、指定事業者の業務内容を確認するとともに、確認した情報を基に指定事業者を指導

することで資質の保持を図り、安心で信頼される給水工事の確保に努めます。 

 

水道施設の計画的な更新 

浄水施設及び配水施設においては、定期的な点検や補修による予防保全を徹底するこ

とで施設の長寿命化を図り、安全な水の安定供給を確保しています。設備の更新に際して

は、独自の更新周期を定めて費用の平準化を行うとともに、水需要の減少に合わせた施設

のダウンサイジングや省エネ機器の導入により、コストと環境負荷の低減に努めていま

す。 

また、水道資産の大半を占める管路施設については、アセットマネジメント手法を取り

入れ、長期的な視点で計画的に更新を行います。その際、法定耐用年数にとらわれず、埋

設環境や管種などの実態に即した独自の更新周期を設定することで既存の管路を最大限

活用し、投資の無駄を省いた経済的な管理を進めていきます。 
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水道施設の耐震化 

お客様の暮らしを支えるライフラインとして、事故や災害発生時においても施設被害

を最小限に抑えるよう、水道施設の耐震化を推進します。 

また、万が一の被災時においても必要な水道水をお届けできるよう、応急復旧や応急給

水体制の充実、都市間協定の締結による災害時の相互応援体制の確立、災害用資機材など

の備蓄、災害対策訓練などの危機管理対策の充実を図ります。 

災害対策の強化 

巨大地震などの災害に備え、必要な水道水が確保できるように施設の耐震化以外にも

ハード面での整備を進めます。 

また、地震、台風、集中豪雨などの自然災害や水質事故、機器の故障などの非常事態が

発生した際に、迅速に給水及び復旧を行えるように緊急時の対応力を高めます。 

 

経営基盤の強化 

適正な定員管理による組織の合理化や近隣水道事業者との協力体制の確立、効率的な

資産管理、経費の節減などを積極的に実施し、更なる経営の効率化を図ります。 

企業債の抑制や料金水準の定期的な点検を行い、将来世代に過度な負担を残さないよ

うに経営基盤の強化に取り組みます。 

水道利用者（お客様）とのコミュニケーション 

人口減少が予測される中、蛇口から直接飲める安全で安心な水を継続して供給してい

くためには、住民の理解と協力を得ながら、料金の改定、耐震化工事、災害時の応急体制

の確保などを円滑に進めることが必要です。このことから、住民の意識と理解を深めるた

め、住民とのコミュニケーションを促進するとともに、水道水へのニーズの多様化に対す

る活動に継続して取り組んでいきます。 

また、この活動を通じて、村と地域住民が協力して地域の水道を守り維持していく体制

にしていけるように取り組んでいきます。 

組織体制の強化 

水道事業を持続していくためには、土木・電気・機械・水質などの技術分野や、企業経

営に精通した人材を育成することが重要です。技術の向上を図り、その技術を次世代へ継

承していきます。 

環境への配慮 

環境に配慮した事業の推進として、太陽光発電や小水力発電による再生可能エネルギ

ーの活用などを検討するなど、電力使用量削減による二酸化炭素などの温室効果ガスの

排出量抑制を図ります。また、設備の更新時には高効率設備に更新するなど省エネルギー

設備の導入を検討します。 
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 投資・財政計画（収支計画） 

投資の目標 

①管路更新率 

直近の実績である 0.25％前後の水準で継続的に管路更新を実施することを目標とし

ます。 

 

取組事項 

①民間活用に関する事項 

検針や浄水場・配水施設などの保守点検業務を委託し、水道事業の経費節減や経営の

効率化、技術力の確保、給水サービスの向上に継続的に取り組みます。 

②施設・設備の長寿命化等による投資の平準化に関する事項 

各設備機器は規模や運転状況などを考慮した定期的な点検整備による予防保全を行

い、長寿命化に努めています。 

管路図のデジタル化、資産台帳の整備による老朽管の正確な把握を行い、中長期的な

視点をもって更新需要や財政収支の見通しを立て、財政負担を平準化することにより、

計画的かつ効率的に更新を行います。 

③防災・安全対策に関する事項 

大規模地震が発生した場合でも、影響を最小限にとどめ水道システムとしての機能

を損なうことのないよう、老朽化し更新期を迎えた管路の耐震化に取り組んでいきま

す。 

 

図表5-1 建設改良費の推移 

 

 

 

  

（単位：千円）

年度 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17
建設改良費 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

大口径管更新 150,000 150,000 150,000 150,000 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000
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民間活用（民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）の実施に関する事項 

従来型の委託方法により、検針や浄水場・配水施設などの保守点検業務を委託し、水道

事業の経費節減や経営の効率化、技術力の確保、給水サービスの向上に継続的に取り組み

ます。 

 

職員給与費、動力費、薬品費、修繕費、委託費に関する事項 

各経費の考え方、積算方法については第３章に記載の通りです。 

 

その他の費用に関する事項 

起債の借入額を抑制することにより、支払利息を削減します。 

 

財源の目標 

①料金回収率 

100％以上を維持することを目標とします。 

②経常収支比率 

100％以上を維持することを目標とします。 

③有収率 

50％以上に改善することを目標とします。 

④企業債残高 

令和 17 年度に見込まれた残高 14 億円の 1/2 である 7 億円以下となるように起債を

抑制します。 
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料金収入に関する事項 

料金収入の積算方法は第３章に記載の通りです。 

①供給単価 

料金回収率 100％以上を維持するため、令和 10年度と令和 15年度の２回にわたって

合計 20％の料金改定を見込んでいます。 

 

図表5-2 給水に要する費用と料金回収率の推移 

 

図表5-3 料金収入と給水に要する費用の推移 
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（千円）

（単位：千円）

年度 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17
料金収入 160,300 158,497 172,363 170,379 168,395 166,411 164,428 177,211 175,047 172,883
給水に要する費用 119,833 123,636 127,764 132,111 136,189 140,034 144,493 148,912 152,962 157,011

職員給与費 28,576 28,862 29,151 29,442 29,736 30,033 30,334 30,638 30,944 31,253
動力費 2,849 2,845 2,841 2,836 2,831 2,826 2,820 2,814 2,807 2,800
修繕費 10,628 10,734 10,841 10,950 11,059 11,170 11,281 11,394 11,508 11,623
材料費 11,313 11,426 11,541 11,656 11,773 11,890 12,009 12,129 12,251 12,373
委託料 7,244 7,316 7,389 7,463 7,538 7,613 7,689 7,766 7,844 7,922

減価償却費 49,124 51,308 53,994 56,853 59,476 61,903 64,961 67,997 70,657 73,296
長期前受金戻入 △ 5,087 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829 △ 4,829

企業債利息 3,955 4,638 5,393 6,190 6,946 7,660 8,348 9,012 9,676 10,356
その他 11,231 11,336 11,443 11,550 11,659 11,768 11,880 11,991 12,104 12,217

その他控除 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
料金回収率 134.0% 128.4% 135.1% 129.2% 123.8% 119.0% 114.0% 119.2% 114.6% 110.3%
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繰入金に関する事項 

繰入金の積算方法は第３章に記載の通りです。 

 

図表5-4 繰入金の推移 

 

 

企業債発行額の推計 

企業債残高の抑制のため、起債の充当率については事業費の 40％程度に削減するよう

に見直しております。 

 

図表5-5 企業債残高の推移 

 

 

 

その他の財源に関する事項 

預金利息を直近決算と同程度の水準で見込んでいます。 

  

（単位：千円）

年度 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17
繰入金 285 285 285 285 285 285 285 285 285 285

基準内繰入金 285 285 285 285 285 285 285 285 285 285
基準外繰入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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借入額 返済額 企業債残高 見直し前

（年度）

残高（千円）借入・返済（千円）

（単位：千円）

年度 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17
企業債発行額 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000
企業債償還額 31,341 29,458 26,248 28,382 30,517 31,728 32,828 33,545 32,228 29,094

企業債残高 291,059 321,600 355,352 386,969 416,453 444,724 471,897 498,351 526,124 557,030
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投資についての考え方・検討状況 

①広域化・共同化・最適化に関する事項 

近隣自治体の動向も注視しながら、県内外の統合事例や先進的な事例について調査・

研究を行っていきます。また、ほかの水道事業者と広域連携し、共同で業務を行うこと

での経費削減やほかの水道事業者との連絡管整備を検討します。 

②施設・設備の長寿命化等による投資の平準化に関する事項 

アセットマネジメント手法を用いた中長期的な更新需要と財政収支見通しを検討し、

財源の裏付けのある計画的な投資を行っていきます。 

③民間活用に関する事項（PPP/PFIなど） 

これまでも可能な範囲で業務の効率化を図ってきましたが、今後も効率化が可能な

範囲とその効果を検証し、さらなる民間委託の導入を図るなど、業務の効率化を推進し

ていきます。 

事業経営の民間活用としてＰＦＩなどの民間的経営手法の導入について、ほかの水

道事業者の先進的な事例を参考に検討します。 

④施設・設備の統廃合や合理化に関する事項 

施設更新にあたっては、水需要の減少を踏まえた、今後の水需要の動向を踏まえ、長

期的な視点での統廃合やダウンサイジングなど、施設の適正化を検討します。 

⑤その他の取組 

水道事業における DXの取り組みとして、スマートメーターの調査・研究を行います。 

 

財源についての考え方・検討状況 

①料金の見直しに関する事項 

料金改定の実施時期や具体的な料金体系については引き続き検討します。 

②企業債に関する事項 

今後の利率の動向や資金水準によって企業債の充当割合は柔軟に検討します。 

③繰入金に関する事項 

国の施策の変更等により活用可能な繰出基準がある場合は活用を検討します。 

④資産の有効活用等による収入増加の取組 

現在は遊休資産がありませんが、今後発生が見込まれる場合には効果的な活用方法

を検討します。 

⑤その他の取組 

国の施策の変更等により活用可能な補助金等がある場合は活用を検討します。 
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投資以外の経費についての考え方・検討状況 

①民間活用（民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）に関する事項 

これまでも可能な範囲で業務の効率化を図ってきましたが、今後も効率化が可能な

範囲とその効果を検証し、さらなる民間委託の導入を図るなど、業務の効率化を推進し

ていきます。民間的経営手法の導入について、ほかの水道事業者の先進的な事例を参考

に検討します。 

②職員給与費に関する事項 

直近の人事院勧告では高い改定率が示されており、想定を上回る可能性があります。

業務内容の見直し、業務の効率化を模索し、職員給与費の削減の可能性を模索します。 

③動力費に関する事項 

設備更新時には、各施設を高効率設備に更新することを検討し、省力化を図ります。

また、環境に配慮した再生可能エネルギーの活用などを検討します。 

④修繕費に関する事項 

既存施設の定期的な保守点検を実施し、劣化状況に応じて補修を行うことにより故

障を未然に防ぎ、修繕費の抑制を図ります 

⑤委託料に関する事項 

今後も効率化が可能な範囲とその効果を検証し、さらなる民間委託の導入可能性を

模索します。 

⑥その他の投資以外の経費に関する事項 

企業債の利息について金利上昇の影響が想定を上回る可能性があります。 
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収益的収支 

営業収益は主に料金収入の増加によって 161 百万円から 173 百万円に増加し、営業外

収益は 5 百万円台を横ばいで推移する見込みです。結果、収益的収入全体では 166 百万

円から 179百万円に増加する見込みです。 

営業費用は主に減価償却費の増加によって 120 百万円から 151 百万円に増加し、営業

外費用は主に支払利息の増加によって 3百万円から 10百万円に増加する見込みです。 

この結果、収益的支出全体では 124 百万円から 161 百万円に増加し、当期純利益は 41

百万円から 16百万円に減益となる見通しです。 

 

図表5-6 収益的収支の推移 
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資本的収支 

資本的収入は計画期間中 60百万円で継続して建設改良の財源を借り入れることを見込

んでいます。 

資本的支出のうち建設改良費は計画期間中 150 百万円で継続して事業に取り組むこと

を見込んでおり、企業債償還金は令和８年度の 31百万円から令和 17年度の 29百万円ま

で減少する見通しです。 

この結果、資本的支出全体では令和８年度の 181百万円から令和 17年度の 179百万円

まで減少する見通しです。 

現金残高は企業債の借入を抑制している影響で令和８年度の 283百万円から令和 17年

度の 115百万円まで減少する見通しです。 

 

図表5-7 資本的収支の推移 
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図表5-8 投資・財政計画（収支計画） 

 

  

【単位：千円，税抜】

年　　　　　　度 令和6年度

区　　　　　　分

１． (A) 166,111 162,803 161,000 159,197 173,063 171,079
(1) 165,451 162,103 160,300 158,497 172,363 170,379
(2) (B)
(3) 660 700 700 700 700 700

２． 6,531 6,432 5,972 5,714 5,714 5,714
(1) 285 285 285 285 285 285

285 285 285 285 285 285

(2) 5,653 5,547 5,087 4,829 4,829 4,829
(3) 593 600 600 600 600 600

(C) 172,642 169,235 166,972 164,911 178,777 176,793
１． 117,697 118,030 120,965 123,827 127,200 130,750
(1) 27,386 28,043 28,576 28,862 29,151 29,442

13,625 13,952 14,217 14,359 14,503 14,648

13,761 14,091 14,359 14,503 14,648 14,794
(2) 41,569 42,496 43,265 43,657 44,055 44,455

2,818 2,827 2,849 2,845 2,841 2,836
10,185 10,429 10,628 10,734 10,841 10,950
10,842 11,102 11,313 11,426 11,541 11,656
17,724 18,138 18,475 18,652 18,832 19,013

(3) 48,742 47,491 49,124 51,308 53,994 56,853
２． 3,840 3,306 3,955 4,638 5,393 6,190
(1) 3,840 3,306 3,955 4,638 5,393 6,190
(2)

(D) 121,537 121,336 124,920 128,465 132,593 136,940
(E) 51,105 47,899 42,052 36,446 46,184 39,853
(F)
(G) 457 500 500 500 500 500
(H) △ 457 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500

50,648 47,399 41,552 35,946 45,684 39,353
(I) 932,107 979,506 1,021,058 1,057,004 1,102,688 1,142,041
(J) 413,464 354,839 333,224 310,326 303,063 290,193

51,652 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
(K) 40,695 37,341 35,458 32,248 34,382 36,517

31,783 31,341 29,458 26,248 28,382 30,517

5,881 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 166,111 162,803 161,000 159,197 173,063 171,079

(N)

(O)

(P)

令和7年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

特 別 損 失

修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

経 費
動 力 費

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給

収

益

的

収

入

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 収 益
料 金 収 入

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

退 職 給 付 費
そ の 他

そ の 他

受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益

（決算）
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【単位：千円，税抜】

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 169,095 167,111 165,128 177,911 175,747 173,583
(1) 168,395 166,411 164,428 177,211 175,047 172,883
(2) (B)
(3) 700 700 700 700 700 700

２． 5,714 5,714 5,714 5,714 5,714 5,714
(1) 285 285 285 285 285 285

285 285 285 285 285 285

(2) 4,829 4,829 4,829 4,829 4,829 4,829
(3) 600 600 600 600 600 600

(C) 174,809 172,825 170,842 183,625 181,461 179,297
１． 134,072 137,203 140,974 144,729 148,115 151,484
(1) 29,736 30,033 30,334 30,638 30,944 31,253

14,794 14,942 15,092 15,243 15,395 15,549

14,942 15,091 15,242 15,395 15,549 15,704
(2) 44,860 45,267 45,679 46,094 46,514 46,935

2,831 2,826 2,820 2,814 2,807 2,800
11,059 11,170 11,281 11,394 11,508 11,623
11,773 11,890 12,009 12,129 12,251 12,373
19,197 19,381 19,569 19,757 19,948 20,139

(3) 59,476 61,903 64,961 67,997 70,657 73,296
２． 6,946 7,660 8,348 9,012 9,676 10,356
(1) 6,946 7,660 8,348 9,012 9,676 10,356
(2)

(D) 141,018 144,863 149,322 153,741 157,791 161,840
(E) 33,791 27,962 21,520 29,884 23,670 17,457
(F)
(G) 500 500 500 500 500 500
(H) △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500

33,291 27,462 21,020 29,384 23,170 16,957
(I) 1,175,332 1,202,794 1,223,814 1,253,198 1,276,368 1,293,325
(J) 271,751 248,694 221,155 204,297 185,204 165,670

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
(K) 37,728 38,828 39,545 38,228 35,094 33,609

31,728 32,828 33,545 32,228 29,094 27,609

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 169,095 167,111 165,128 177,911 175,747 173,583

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

(C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計

令和14年度 令和15年度 令和16年度令和12年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

令和13年度

そ の 他

経 常 損 益

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

令和17年度
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【単位：千円，税込】

年　　　　　度 令和6年度

区　　　　　分

１． 8,300 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 2,750

９．

(A) 11,050 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

(B)

(C) 11,050 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

１． 68,319 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

２． 33,394 31,783 31,341 29,458 26,248 28,382

３．

４．

５．

(D) 101,713 181,783 181,341 179,458 176,248 178,382

(E) 90,663 121,783 121,341 119,458 116,248 118,382

１． 90,663 108,147 107,705 105,822 102,612 104,746

２．

３．

４． 13,636 13,636 13,636 13,636 13,636

(F) 90,663 121,783 121,341 119,458 116,248 118,382

(G)

(H) 234,182 262,399 291,059 321,600 355,352 386,969

○他会計繰入金 【単位：千円，税込】

年　　　　　度 令和6年度

区　　　　　分

285 285 285 285 285 285

285 285 285 285 285 285

285 285 285 285 285 285

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度 令和10年度 令和11年度令和8年度

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

計

（決算）

他 会 計 負 担 金

そ の 他

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

（決算）
令和7年度

令和7年度
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【単位：千円，税込】

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

(B)

(C) 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

１． 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

２． 30,517 31,728 32,828 33,545 32,228 29,094

３．

４．

５．

(D) 180,517 181,728 182,828 183,545 182,228 179,094

(E) 120,517 121,728 122,828 123,545 122,228 119,094

１． 106,881 76,600 60,132 63,168 65,828 68,467

２． 31,493 49,060 46,741 42,764 36,991

３．

４． 13,636 13,636 13,636 13,636 13,636 13,636

(F) 120,517 121,728 122,828 123,545 122,228 119,094

(G)

(H) 416,453 444,724 471,897 498,351 526,124 557,030

○他会計繰入金 【単位：千円，税込】

年　　　　　度

区　　　　　分

285 285 285 285 285 285

285 285 285 285 285 285

285 285 285 285 285 285

令和13年度 令和14年度 令和15年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

収 益 的 収 支 分

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

令和16年度令和12年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和15年度

合 計

企 業 債 残 高

令和17年度

令和17年度令和16年度令和12年度 令和13年度 令和14年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
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 経営戦略策定後の検証・更新 

経営戦略は策定して終わりではなく、PDCAサイクル（計画 PLAN – 実行 DO – 検証 CHECK 

– 改善 ACTION）により、継続的な進捗管理を行い、常に経営改善や計画の見直し等に反映

させていくことが必要です。 

進捗管理は、毎年度末において目標や計画の達成状況について、投資・財政計画と実績の

かい離や原因に対する分析を定期的・定量的に検証・評価し、実施手法の改善や計画の見直

しを行い、実行するという PDCAサイクルの一連の流れにより行っていくものとします。 

また、計画のローリング（定期的な見直し）については、少なくとも 5年おきに経営実態

やその時点における経営環境に照らし合わせて、投資・財政計画の見直しを行っていきます。

さらに、適宜経営戦略における目標や施策、計画数値、実施体制等についての変更も検討し

ていきます。 
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（参考資料） 経営比較分析表の指標説明 

1. 経営の健全性･効率性 

(1) 普及率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

普及率(％) 

 

現在給水人口      

                  ×100 

    行政区域内人口 

 
 

【指標の意味】 

 当該年度決算に基づく、行政区域内人口に対する現在給水人口の割合を示す指標
です。 
 

【分析の考え方】 

従前から用いられてきた指標で、長期にわたるデータの蓄積があり、経年変化を
追跡する上で重要な指標です。値が低く、伸びが見られないときは、低コストの水
道整備手法を活用した未普及の解消を推進することを検討する必要があります。 
 
 

(2) 有収率(％) 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

有収率(％) 

 

年間総有収水量 

                  ×100 

年間総配水量 

 
 

【指標の意味】 

 施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標です。 
 

【分析の考え方】 

 100%に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映されていると言えます。数
値が低い場合は、水道施設や給水装置を通して給水される水量が収益に結びついて
いないため、漏水等の原因を特定し、その対策を講じる必要があります。 
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(3) 給水人口密度(人/㎢)  

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

給水人口密度(人/㎢) 

 

給水人口      

                  ×100 

給水区域面積 

 
 

【指標の意味】 

 給水区域面積あたりの給水人口を示す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 一般的に、給水人口密度が高いほど、給水原価（有収水量 1㎥当たりの給水に要
した費用）は低くなる傾向があります。この指標は、当該団体の立地による経営効
率を判断することが出来ます。 
 
 

(4) 自己資本構成比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

自己資本構成比率（％） 

 

資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益 

              ×100 

負債・資本合計 

 

 

【指標の意味】 

 総資本（負債及び資本）に占める資本金等の割合を示す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 財政状態の長期的な安全性の見方としてその事業の資本構成がどのようになって
いるかが重要であり、100％に近いほど資本金等により総資本が構成されているた
め、事業経営が安定的であることが判断することが出来ます。 
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(5) 資金不足比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

資金不足比率（％） 

 
流動負債 + 地方債現在高 - 資金不足額 

                    ×100 

営業収益 – 受託工事収益 

 
 

【指標の意味】 

 資金不足比率は、資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較し
て指標化し、経営状態の悪化の度合いを表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 資金不足比率は、100％に近いほど経営状態が良好であることが判断できます。逆
に 100％未満であるほど、経営状態が悪化していることが判断できるため、経営改善
に向けた取組が必要です。 
 
 

(6) 経常収支比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

経常収支比率（％） 

 

経常収益 

                       ×100 

          経常費用 

 
 

【指標の意味】 

 法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、給水収益や一般会計か
らの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを
表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要です。数
値が 100%未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善
に向けた取組が必要です。 
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(7) 累積欠損金比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

累積欠損金比率（％） 

 
当年度未処理欠損金 

                   ×100 

営業収益－受託工事収益 

 
 

【指標の意味】 

 営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越
利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこ
と）の状況を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 累積欠損金が発生していないことを示す 0％であることが必要です。数値が 0％よ
り高い場合は、経営の健全性に課題があるといえます。 
 
 

(8) 流動比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

流動比率（％） 

 
       流動資産           

                  ×100 

       流動負債 

 
 

【指標の意味】 

 短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 1年以内に支払うベき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す
100％以上であることが必要です。一般的に 100％を下回るということは、1年以内
に現金化できる資産で、1年以内に支払わなければならない負債を賄えていないこと
になるため、支払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があります。 
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(9) 企業債残高対給水収益比率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

企業債残高対給水収益比率（％） 

 
企業債現在高合計 

                   ×100 

給水収益 

 
 

【指標の意味】 

 給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の規模を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。 
 
 

(10) 料金回収率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

料金回収率（％） 

 
供給単価 

                   ×100 

給水原価 

 
 

【指標の意味】 

 給水にかかる費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で、料金水
準等を評価することができます。 
 

【分析の考え方】 

 供給単価と給水原価との関係を見るものであり、料金回収率が 100%を下回ってい
る場合は、給水にかかる費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意味しま
す。数値が低く、繰出基準以外の繰出金によって収入不足を補填しているような場
合は、適切な料金収入の確保が求められます。 
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(11) 給水原価（円） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

給水原価（円) 

 
経常費用 - (受託工事費 + 材料及び不用品 

売却原価 + 附帯事業費)  - 長期前受金戻入 

                               

 年間総有収水量 

 
 

【指標の意味】 

 有収水量 1㎥あたり、どれだけの費用がかかっているかを表す指標です。 

 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。また、必
要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改善が必要です。 
 
 

(12) 施設利用率(％) 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

施設利用率(％) 

 

一日平均配水量      

                  ×100 

     一日配水能力 

 
 

【指標の意味】 

 一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模
を判断する指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であることが望まれます。
類似団体より数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないかといった分析が必要
です。水道事業の性質上、季節によって需要に変動があり得るため、最大稼働率、
負荷率をあわせて判断することにより、適切な施設規模を把握する必要がありま
す。 
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2. 老朽化の状況 

(1) 有形固定資産減価償却率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

有形固定資産減価償却率(％) 

 
有形固定資産減価償却累計額   

                   ×100 

    有形固定資産のうち 

   償却対象資産の帳簿原価 

 
 

【指標の意味】 

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標
で、資産の老朽化度合を示しています。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。数値が
100％に近いほど、保有資産が法定耐用年数に近づいていることを示しており、将来
の施設の更新等の必要性を推測することができます。 
 
 

(2) 管路経年化率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

管路経年化率(％) 

 

法定耐用年数を経過した管路延長  

                   ×100 

管路延長 

 
 

【指標の意味】 

 法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示して
います。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。一般的
に、数値が高い場合は、法定耐用年数を経過した管路を多く保有しており、管路の
更新等の必要性を推測することができます。 
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(3) 管路更新率（％） 

【算出式】 

 
 算出式（法適用企業） 

管路更新率(％) 

  
当該年度に更新した管路延長 

                   ×100 

管路延長 

 
 

【指標の意味】 

 当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把
握できます。 

 

【分析の考え方】 

明確な数値基準はありませんが、数値が 1％の場合、すべての管路を更新するのに
100年かかる更新ペースであることがわかります。経年比較や類似団体との比較によ
り、自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断
します。 
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嬬恋村水道事業 

経営戦略 

(令和 8年度～令和 17年度) 

 

令和 8年 3月 

嬬恋村上下水道課 


